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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　充放電可能な蓄電池と、
　前記蓄電池に接続された双方向性のＤＣ／ＤＣコンバータと、
　前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣバスと、
　外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流回路と、
　前記整流回路の出力側と前記ＤＣバスとの間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路
と、
　前記交流電圧を検知する電圧センサと、
　前記交流電圧によって流入する電流を検知する電流センサと、を備え、
　前記力率改善回路は、前記電流センサが検知する電流が定格最大電流値に近い上限閾値
以上である場合に、前記電圧センサが検知する電圧が基準値から所定範囲内に収まるよう
に、スイッチング制御により自己の出力電圧を抑制する動作を行う、電源装置。
【請求項２】
　前記力率改善回路は、前記電圧センサが検知する電圧が前記基準値より低い下限閾値以
下である場合も、前記動作を行う請求項１に記載の電源装置。
【請求項３】
　前記力率改善回路は、前記電圧センサが検知する電圧が前記基準値より高い上限閾値以
上である場合も、前記動作を行う請求項１又は請求項２に記載の電源装置。
【請求項４】
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　前記ＤＣバスに、直流を交流に変換するインバータが接続されている請求項１～請求項
３のいずれか１項に記載の電源装置。
【請求項５】
　充放電可能な蓄電池と、前記蓄電池に接続された双方向性のＤＣ／ＤＣコンバータと、
前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣバスと、外部から供給さ
れる交流電圧を整流して出力する整流回路と、前記整流回路の出力側と前記ＤＣバスとの
間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路とを備えた電源装置を対象とする、電源装置
の制御方法であって、
　前記交流電圧によって流入する電流が定格最大電流値に近い上限閾値以上である場合、
前記交流電圧が基準値から所定範囲内に収まるように、前記力率改善回路がスイッチング
制御により自己の出力電圧を抑制する、電源装置の制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、蓄電池を搭載する電源装置に関し、特に、家庭用太陽光発電装置等の小規模
発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立運転出力と連系して負荷に電力を
供給することができる電源装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、一般家庭等、小規模需要家用の太陽光発電装置におけるパワーコンディショナ
には、日中の商用電源の停電時に、非常用電源として自立運転出力を負荷に提供できるタ
イプのものがある（例えば、特許文献１の図１及び、非特許文献１参照。）。このような
パワーコンディショナでは、自立運転出力のコンセント（ＡＣ１００Ｖ）が装備されてい
る。停電時は、負荷となる機器のプラグを当該コンセントに差し込むことで、太陽光発電
装置から負荷に電力を供給することができる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－５４４７３号公報
【非特許文献】
【０００４】
【非特許文献１】電力中央研究所報告「太陽光発電自立運転時の特性評価」、［ｏｎｌｉ
ｎｅ］、平成２４年５月、［平成２６年３月３日検索］、インターネット<URL:http://cr
iepi.denken.or.jp/jp/kenkikaku/report/leaflet/R11035.pdf#search='%E9%9B%BB%E5%8A
%9B%E4%B8%AD%E5%A4%AE%E7%A0%94%E7%A9%B6%E6%89%80%E5%A0%B1%E5%91%8A+%E5%A4%AA%E9%
99%BD%E5%85%89%E7%99%BA%E9%9B%BB%E8%87%AA%E7%AB%8B%E9%81%8B%E8%BB%A2%E6%99%82%E3
%81%AE%E7%89%B9%E6%80%A7%E8%A9%95%E4%BE%A1'>
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、太陽光発電は天候や時刻によって発電量が変動する。また、負荷の電力
需要も一定とは限らない。従って、自立運転時は、負荷の需要電力が、自立運転出力を上
回る場合がある。このような場合には、パワーコンディショナは、自立運転を停止する。
従って、安定した電力の供給ができない。また、この場合、発電はできるが、需要には応
じられない状態となり、発電できる電力分の無駄が生じる。
　一方、太陽光発電の発電量は十分であるが、負荷の需要電力も大きい場合、自立運転出
力の上限値（最大電流・最大電力）に達すると、やはり、パワーコンディショナは、自立
運転を停止する。一定時間後に自立運転を再開することは可能であるが、安定した電力の
供給とは言えない。
【０００６】
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　かかる従来の問題点に鑑み、本発明は、パワーコンディショナの自立運転出力と連系し
て、負荷に対して、無駄なく、かつ、安定した電力を供給することができる電源装置及び
その制御方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本明細書は以下の発明を開示している。但し、本発明は、特許請求の範囲の記載によっ
て定められるものである。
　本開示の電源装置は、充放電可能な蓄電池と、前記蓄電池に接続された双方向性のＤＣ
／ＤＣコンバータと、前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣバ
スと、外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流回路と、前記整流回路の出力
側と前記ＤＣバスとの間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路と、前記交流電圧を検
知する電圧センサと、を備え、前記力率改善回路は、前記電圧センサが検知する電圧が基
準値から所定範囲内に収まるように、スイッチング制御により自己の出力電圧を抑制する
ものである。
【０００８】
　また、本開示は、充放電可能な蓄電池と、前記蓄電池に接続された双方向性のＤＣ／Ｄ
Ｃコンバータと、前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣバスと
、外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流回路と、前記整流回路の出力側と
前記ＤＣバスとの間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路とを備えた電源装置を対象
とする、電源装置の制御方法であって、前記交流電圧が基準値から所定範囲内に収まるよ
うに、前記力率改善回路がスイッチング制御により自己の出力電圧を抑制する、電源装置
の制御方法でもある。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の電源装置及びその制御方法によれば、パワーコンディショナの自立運転出力と
連系して、無駄なく、かつ、安定した電力を負荷に供給することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】本発明の一実施形態に係る電源装置の概要を示すブロック図である。
【図２】電源装置の回路図の一例である。
【図３】パワーコンディショナの自立運転時の出力電流（横軸）及び出力電圧（縦軸）の
関係を示す出力特性図である。
【図４】図３と同じ出力特性図において、どこに閾値を設定するかの考え方を示す図であ
る。
【図５】制御部によって実行される動作の一例を示すフローチャートである。
【図６】電源装置の動作の結果、パワーコンディショナの見かけ上の出力特性がどのよう
になるかを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　［実施形態の要旨］
　本発明の実施形態の要旨としては、少なくとも以下のものが含まれる。
【００１２】
　（１）この電源装置は、充放電可能な蓄電池と、前記蓄電池に接続された双方向性のＤ
Ｃ／ＤＣコンバータと、前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣ
バスと、外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流回路と、前記整流回路の出
力側と前記ＤＣバスとの間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路と、前記交流電圧を
検知する電圧センサと、を備え、前記力率改善回路は、前記電圧センサが検知する電圧が
基準値から所定範囲内に収まるように、スイッチング制御により自己の出力電圧を抑制す
るものである。
【００１３】
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　このような電源装置は、外部から供給される交流電圧として、例えば太陽光発電装置の
パワーコンディショナに装備されている自立運転出力を与えた場合に、自立運転出力によ
る電圧が変化すると、力率改善回路が自己の出力電圧を抑制することで、自立運転出力か
らの入力を抑制する。これにより、パワーコンディショナは、自立運転を停止するところ
まで行くことなく、太陽光発電の発電電力の範囲内で当該電源装置を介して負荷に電力を
供給することができる。また、力率改善回路が自己の出力電圧を抑制すれば、負荷の需要
に応じてＤＣバスの電圧が下がり、蓄電池からの放電を促すことができる。従って、当該
電源装置によれば、太陽光発電の発電電力を可能な限り有効活用しながら、必要により、
蓄電池も使用して、無駄なく、かつ、安定した電力を負荷に供給することができる。なお
、太陽光発電装置に限らず、パワーコンディショナから自立運転出力を提供し得る他の小
規模発電装置についても同様に、当該電源装置を適用することができる。
【００１４】
　（２）また、前記（１）の電源装置において、前記電圧センサが検知する電圧が前記基
準値より低い下限閾値以下である場合、前記力率改善回路はスイッチング制御により自己
の出力電圧を抑制するものであってもよい。
　交流電圧として、例えば太陽光発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立
運転出力を与えた場合に、パワーコンディショナの自立運転出力には、発電電力が十分で
無い場合の出力電圧の垂下特性がある。このため、負荷の需要電力が増大することによっ
て、電圧が下がるが、力率改善回路が出力電圧を抑制することにより、自立運転出力から
の入力を抑制することができる。従って、パワーコンディショナが自立運転停止となるこ
とを抑制できる。
【００１５】
　（３）また、前記（１）又は（２）の電源装置において、前記電圧センサが検知する電
圧が前記基準値より高い上限閾値以上である場合、前記力率改善回路はスイッチング制御
により自己の出力電圧を抑制するものであってもよい。
　交流電圧として、例えば太陽光発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立
運転出力を与えた場合に、パワーコンディショナの自立運転出力には、発電電圧が高めの
場合に、負荷の需要電力が増大するに応じて自立運転出力の電圧を漸増させる特性がある
が、このような場合も、力率改善回路が出力電圧を抑制することにより、自立運転出力か
らの入力を抑制することができる。従って、パワーコンディショナが自立運転停止となる
ことを抑制できる。
【００１６】
　（４）また、前記（１）～（３）の電源装置において、前記交流電圧によって流入する
電流を検知する電流センサを備え、前記電流センサが検知する電流が定格最大電流値に近
い上限閾値以上である場合、前記力率改善回路はスイッチング制御により自己の出力電圧
を抑制するものであってもよい。
　交流電圧として、例えば太陽光発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立
運転出力を与えた場合に、太陽光発電装置の発電電力が十分にある場合でも、負荷の需要
電力が増大して電流が定格最大電流値以上になると自立運転が停止となる。しかし、電流
が定格最大電流値に近い上限閾値以上である場合に力率改善回路が出力電圧を抑制するこ
とにより、自立運転出力からの入力を抑制することができる。従って、パワーコンディシ
ョナが自立運転停止となることを抑制できる。
　なお、電流が上限閾値以上であるということは、電力が、電力に換算した上限閾値以上
であるということと、同義である。
【００１７】
　（５）また、前記（１）～（４）の電源装置において、前記ＤＣバスに、直流を交流に
変換するインバータが接続されている、という構成であってもよい。
　この場合、無駄なく、かつ、安定した交流電力を、当該電源装置から交流負荷に供給す
ることができる。
【００１８】
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　（６）また、これは、充放電可能な蓄電池と、前記蓄電池に接続された双方向性のＤＣ
／ＤＣコンバータと、前記ＤＣ／ＤＣコンバータを介して前記蓄電池と接続されるＤＣバ
スと、外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流回路と、前記整流回路の出力
側と前記ＤＣバスとの間に設けられ、力率改善を行う力率改善回路とを備えた電源装置を
対象とする、電源装置の制御方法であって、前記交流電圧が基準値から所定範囲内に収ま
るように、前記力率改善回路がスイッチング制御により自己の出力電圧を抑制する、とい
うものである。
【００１９】
　このような電源装置の制御方法では、外部から供給される交流電圧として、例えば太陽
光発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立運転出力を与えた場合に、自立
運転出力による電圧が変化すると、力率改善回路が自己の出力電圧を抑制することで、自
立運転出力からの入力を抑制することができる。これにより、パワーコンディショナは、
自立運転を停止するところまで行くことなく、太陽光発電の発電電力の範囲内で当該電源
装置を介して負荷に電力を供給することができる。また、力率改善回路が自己の出力電圧
を抑制すれば、負荷の需要に応じてＤＣバスの電圧が下がり、蓄電池からの放電を促すこ
とができる。従って、当該制御方法によれば、太陽光発電の発電電力を可能な限り有効活
用しながら、必要により、蓄電池も使用して、無駄なく、かつ、安定した電力を負荷に供
給することができる。なお、太陽光発電装置に限らず、パワーコンディショナから自立運
転出力を提供し得る他の小規模発電装置についても同様に、当該制御方法を適用すること
ができる。
【００２０】
　（７）また、前記（６）の電源装置の制御方法において、前記交流電圧によって流入す
る電流が定格最大電流値に近い上限閾値以上である場合、前記力率改善回路がスイッチン
グ制御により自己の出力電圧を抑制する、という制御方法が含まれてもよい。
　交流電圧として、例えば太陽光発電装置のパワーコンディショナに装備されている自立
運転出力を与えた場合に、太陽光発電装置の発電電力が十分にある場合でも、負荷の需要
電力が増大して電流が定格最大電流値以上になると自立運転が停止となる。しかし、電流
が定格最大電流値に近い上限閾値以上である場合に力率改善回路が出力電圧を抑制するこ
とにより、自立運転出力からの入力を抑制することができる。従って、パワーコンディシ
ョナが自立運転停止となることを抑制できる。
【００２１】
　［実施形態の詳細］
　以下、本発明の実施形態の詳細について、図面を参照して説明する。
【００２２】
　《電源装置の概要》
　図１は、本発明の一実施形態に係る電源装置１００の概要を示すブロック図である。図
において、電源装置１００は、二次電池すなわち、充放電可能な蓄電池１と、蓄電池１に
接続された双方向性のＤＣ／ＤＣコンバータ６と、ＤＣ／ＤＣコンバータ６を介して蓄電
池１と接続されるＤＣバス１０と、外部から供給される交流電圧を整流して出力する整流
回路３４と、整流回路３４の出力側とＤＣバス１０との間に設けられた力率改善回路（Ｐ
ＦＣ（Power Factor Correction）回路とも言う。）３０と、ＤＣバス１０に接続された
インバータ１３とを備えている。インバータ１３により直流から交流への電力変換を行い
、負荷５０に交流電力を供給することができる。なお、蓄電池１は例えば、リチウムイオ
ン電池、溶融塩電池である。
【００２３】
　電源装置１００は、その外部から交流電圧を供給することにより、整流回路３４、力率
改善回路３０、ＤＣバス１０、及び、ＤＣ／ＤＣコンバータ６を経て、蓄電池１を充電す
ることができる。また、蓄電池１を放電させれば、ＤＣ／ＤＣコンバータ６、ＤＣバス１
０、及び、インバータ１３を経て、負荷５０に電力を供給することができる。さらに、外
部から供給された交流電圧に基づいて、整流回路３４、力率改善回路３０、ＤＣバス１０
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、及び、インバータ１３を経て、負荷５０に電力を供給することも可能である。
　力率改善回路３０には、入力情報として、交流電圧及びそれに基づいて流入する電流の
情報、及び、出力情報として、ＤＣバス１０の電圧の情報が、提供される。
【００２４】
　電源装置１００本来の使い方としては、例えば、通常は、負荷５０は接続されず、商用
電源のコンセント（ＡＣ１００Ｖ）６０に接続されている。この状態では、整流回路３４
、力率改善回路３０、ＤＣバス１０、及び、ＤＣ／ＤＣコンバータ６を経て、蓄電池１を
充電することができる。そして、蓄電池１が十分に充電されている状態で、電源装置１０
０を待機させておく。
【００２５】
　なお、特定の負荷を電源装置１００に接続し、商用電源の交流電圧に基づいて、整流回
路３４、力率改善回路３０、ＤＣバス１０、及び、インバータ１３を経て、負荷５０に電
力を供給することも可能である。この場合は、停電時に、蓄電池１の放電により、ＤＣ／
ＤＣコンバータ６、ＤＣバス１０、及び、インバータ１３を経て、負荷５０に電力を供給
することもできる。すなわち、これは、無停電電源装置（ＵＰＳ：Uninterruptible Powe
r Systems）としての使い方であるが、本実施形態の電源装置１００が真価を発揮するの
は、この使い方ではない。
【００２６】
　本実施形態の電源装置１００が真価を発揮するのは、太陽光発電が行われている日中に
、商用電力系統に停電が発生し、太陽光発電装置のパワーコンディショナ４２に装備され
ている自立運転出力のコンセント４３に、電源装置１００の接続先が差し替えられた場合
である。以下、この状況下での電源装置１００について、詳細に説明する。
【００２７】
　《電源装置の詳細な構成と基本動作》
　図２は、電源装置１００の回路図の一例である。図において、太陽光発電装置４０は、
主として、太陽光発電パネル４１と、これに接続されたパワーコンディショナ４２とによ
って構成されている。ここで、太陽光発電が行われている日中に、商用電力系統に停電が
発生し、パワーコンディショナ４２に装備されている自立運転出力のコンセント４３に、
電源装置１００のプラグ３９が接続されている。パワーコンディショナ４２は系統連系を
停止し、自立運転出力のみを行っている。
【００２８】
　電源装置１００は、まず、図の上部左側に、蓄電池１と、蓄電池１と直列に接続された
スイッチ２及び３と、スイッチ３に並列接続されたバイパス抵抗４と、コンデンサ５とを
備えている。スイッチ２，３は、制御部２１により、オン又はオフに制御される。電源装
置１００の始動時には、スイッチ３がオフで、スイッチ２がオンとなり、コンデンサ５へ
の突入電流をバイパス抵抗４により抑制し、その後、スイッチ２，３共にオンとなる。
【００２９】
　コンデンサ５の後段には、昇圧回路又は逆方向に降圧回路としても動作する双方向性の
ＤＣ／ＤＣコンバータ６が設けられている。ＤＣ／ＤＣコンバータ６は、ＤＣリアクトル
７と、例えばＩＧＢＴ（Insulated Gate Bipolar Transistor）からなるスイッチング素
子８，９によって構成されている。スイッチング素子８，９は、制御部２１により制御さ
れる。蓄電池１の電圧を昇圧するときは、スイッチング素子８，９が交互にオンとなるこ
とにより、昇圧チョッパ動作を行う。蓄電池１を充電するためにＤＣバス１０の電圧を降
圧するときは、スイッチング素子８をオン・オフ制御し、スイッチング素子９はオフ固定
で内蔵ダイオードを電流経路として使うことにより、降圧を行うことができる。
【００３０】
　ＤＣバス１０は、ＤＣ／ＤＣコンバータ６が昇圧動作を行う場合の高圧側にあり、平滑
化用のコンデンサ１２を備えている。従って、ＤＣバス１０は、ＤＣ／ＤＣコンバータ６
を介して蓄電池１と接続されている。ＤＣバス１０に接続されている電圧センサ１１は、
ＤＣバス１０の電圧を検知し、制御部２１にその電圧情報を送る。この電圧情報は、後述
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する制御部３８にも送られる。
【００３１】
　インバータ１３は、例えばＩＧＢＴからなるスイッチング素子１４，１５，１６，１７
によって構成されている。スイッチング素子１４，１５，１６，１７は、制御部２１によ
って制御される。ＤＣバス１０の電圧は、インバータ１３によって交流に変換される。イ
ンバータ１３の後段に設けられているＡＣリアクトル１８及びコンデンサ１９並びにさら
に他のフィルタ２０によって、インバータ１３の出力から高周波成分が除去される。
【００３２】
　蓄電池１を除く、上述の符号２～２０までの回路要素は、昇圧時には、昇圧及びインバ
ータ機能を有する昇圧インバータ２２を構成している。インバータ１３の交流出力は、例
えば漏電遮断器２３を介して、負荷５０に供給される。
【００３３】
　次に、図の下部側に注目すると、パワーコンディショナ４２の自立運転出力の電圧及び
電流をそれぞれ検知する電圧センサ３１及び電流センサ３２が設けられている。電圧セン
サ３１及び電流センサ３２がそれぞれ検知した電圧情報及び電流情報は、制御部３８に提
供される。パワーコンディショナ４２の自立運転出力（例えば、ＡＣ１００Ｖで、出力で
きる最大電流は１５Ａ）は、フィルタ３３を介して整流回路３４により整流された出力と
なる。当該出力は、力率改善回路３０に入力される。
【００３４】
　力率改善回路３０は、絶縁トランス３５と、例えばＩＧＢＴからなるスイッチング素子
３６と、ダイオード３７と、制御部３８とによって構成されている。スイッチング素子３
６は、制御部３８により制御される。力率改善回路３０は、スイッチングにより、パワー
コンディショナ４２から入力される電流を正弦波に近づけ、コンデンサ１２に起因する力
率低下を改善する。力率改善回路３０の出力（直流）は、ＤＣバス１０に供給される。
　なお、ここでは、制御部３８を、制御部２１とは別に設けたが、両者を一体的にまとめ
ることも可能である。
【００３５】
　商用電力系統の停電時における負荷５０への電力供給という点に関して、太陽光発電が
行われているときの上記電源装置１００は、パワーコンディショナ４２の自立運転出力に
より供給される交流電圧に基づいて、整流回路３４及び力率改善回路３０を介してＤＣバ
ス１０に電圧を出力する。そして、ＤＣバス１０の電圧に基づいて、さらにインバータ１
３等を介して負荷５０に電力を供給することができる。また、蓄電池１は、必要に応じて
、ＤＣ／ＤＣコンバータ６を介してＤＣバス１０に電圧を出力することができる。そして
、ＤＣバス１０の電圧に基づいて、さらにインバータ１３等を介して負荷５０に電力を供
給することができる。
【００３６】
　《パワーコンディショナの自立運転時の出力特性》
　図３は、パワーコンディショナ４２の自立運転時の出力電流（横軸）及び出力電圧（縦
軸）の関係を示す出力特性図である。なお、横軸の出力電流は、出力電力に置き換えても
同様な特性となる。図３においては、「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」の３種類の出力特性を重ね
て示している。
　「Ａ」は、十分な日射量があり、太陽光発電の発電電力が十分にある場合の出力特性、
「Ｂ」は、日射量が十分ではなく発電電力が不足するときの出力特性、そして、「Ｃ」は
、太陽光発電の発電電圧が高めの場合に、出力電圧が定格値Ｖｏより漸増するときの出力
特性である。
【００３７】
　まず、「Ａ」の場合には、パワーコンディショナ４２から出力される電流が増大しても
、最大電流Ｉｍａｘに達するまでは基準値となる定格電圧Ｖｏを維持することができる。
そして、最大電流Ｉｍａｘに達すると、パワーコンディショナ４２は自立運転を停止する
。
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　「Ｂ」の場合には、ある程度までは出力電流が増大しても定格電圧Ｖｏを維持するが、
さらに出力電流が増大すると、垂下特性となり、その後、パワーコンディショナ４２は自
立運転を停止する。
【００３８】
　「Ｃ」の場合には、太陽光発電パネル４１からパワーコンディショナ４２に入力される
発電電圧が高めであるため、自立運転の出力電圧Ｖｏまでの降圧量（電位差）が通常より
大きく、その分、スイッチングによる電力損失が大きい。この電力損失は、出力電流が大
きくなるほど、増大していく。ある程度までは、出力電流が増大しても、パワーコンディ
ショナ４２は定格電圧Ｖｏを維持することができる。ところが、さらに出力電流が増大す
ると、パワーコンディショナ４２内で、発電電圧からの降圧量を減らして電力損失の増大
を抑制する動作が行われる。その結果、出力電圧が漸増し、最大出力電圧Ｖｍａｘに達す
ると、パワーコンディショナ４２は運転を停止する。
【００３９】
　パワーコンディショナ４２が運転停止すると、代わって、蓄電池１から負荷５０に電力
供給することができるが、太陽光発電で電力供給できるはずの電力分が活かせず、無駄に
なる。一定時間後に、パワーコンディショナ４２が再起動したとしても、日射量や負荷の
状況が同様であれば、また同じことが起きる。
【００４０】
　《電源装置側での入出力制御（電源装置の制御方法）》
　そこで、パワーコンディショナ４２が持っている出力特性に合わせて、自立運転出力を
受け取る側の電源装置１００で閾値を設定する。図４は、図３と同じ出力特性図において
、どこに閾値を設定するかの考え方を示す図である。図において、「Ａ」の出力特性に対
しては、出力電流の上限閾値Ｉｉｎ＿ｍａｘを、最大電流Ｉｍａｘに近いが若干小さい値
にする。「Ｂ」の特性に対しては、パワーコンディショナ４２が停止するより若干手前で
生じる下限閾値Ｖｉｎ＿Ｌを設定する。また、「Ｃ」の特性に対しては、パワーコンディ
ショナ４２が停止するより若干手前で生じる上限閾値Ｖｉｎ＿Ｈを設定する。
【００４１】
　図５は、制御部３８によって実行される動作の一例を示すフローチャートである。なお
、制御部３８はＣＰＵを搭載したものであってもよいが、全てアナログ回路で構成したも
のであってもよい。すなわち、フローチャートの動作は、ソフトウェアによって実現され
てもよいし、また、ハードウェアのみによって実現されてもよい。
【００４２】
　図５において、制御部３８は、電圧センサ３１及び電流センサ３２によってそれぞれ検
知されるパワーコンディショナ４２からの入力電圧Ｖｉｎ及び入力電流Ｉｉｎ、並びに、
電圧センサ１１によって検知されるＤＣバス１０の電圧すなわち力率改善回路３０の出力
電圧Ｖｏｕｔを取得する（ステップＳ１）。
【００４３】
　次に、制御部３８は、ステップＳ２～Ｓ４において、
　（ｉ）入力電圧Ｖｉｎが、下限閾値Ｖｉｎ＿Ｌ以下であるか否か（ステップＳ２）、
　（ｉｉ）入力電圧Ｖｉｎが、上限閾値Ｖｉｎ＿Ｈ以上であるか否か（ステップＳ３）、
　（ｉｉｉ）入力電流Ｉｉｎが、上限閾値Ｉｉｎ＿ｍａｘ以上であるか否か（ステップＳ
４）、を判定する。これら３つの判定が、いずれも「ＮＯ」であれば問題ないので、制御
部３８は、力率改善回路３０の出力電圧Ｖｏｕｔが一定になるようにする（ステップＳ５
）。３つの判定がいずれも「ＮＯ」である限り、ステップＳ１～Ｓ５が繰り返される。
【００４４】
　一方、３つの判定のうちいずれか１つが「ＹＥＳ」であれば、制御部３８は、スイッチ
ング素子３６に対するスイッチング制御（例えばＰＷＭのデューティ制御）を行うことで
出力電圧Ｖｏｕｔを抑制する（ステップＳ６）。「抑制する」とは、例えば、一定電圧分
だけ低下させるか、又は、抑制前の何％かに低下させることである。出力電圧Ｖｏｕｔの
抑制により、出力電流も低下し、出力電力が低下する。従って、力率改善回路３０の出力
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を絞った状態となり、その結果、パワーコンディショナ４２の自立運転による入力（電流
・電力）も低下する。
【００４５】
　例えば、図４の「Ｂ」の出力特性の場合、負荷５０の需要電力が増大することによって
垂下特性により電圧が下がるが、電圧がＶｉｎ＿Ｌ以下になったところで力率改善回路３
０が出力電圧Ｖｏｕｔを抑制することにより、自立運転出力からの入力を抑制することが
できる。従って、パワーコンディショナ４２が自立運転停止となることを抑制できる。
【００４６】
　また、図４の「Ｃ」の出力特性の場合、負荷５０の需要電力が増大するに応じて自立運
転出力の電圧が漸増するが、電圧がＶｉｎ＿Ｈ以上になったところで力率改善回路３０が
出力電圧Ｖｏｕｔを抑制することにより、自立運転出力からの入力を抑制することができ
る。従って、パワーコンディショナ４２が自立運転停止となることを抑制できる。
【００４７】
　また、図４の「Ａ」の出力特性の場合、負荷５０の需要電力が増大して電流が定格最大
電流値Ｉｍａｘに近い上限閾値Ｉｉｎ＿ｍａｘ以上となったところで力率改善回路３０が
出力電圧Ｖｏｕｔを抑制することにより、自立運転出力からの入力を抑制することができ
る。従って、パワーコンディショナ４２が自立運転停止となることを抑制できる。
【００４８】
　このように、力率改善回路３０が自己の出力電圧Ｖｏｕｔを抑制することで、自立運転
出力からの入力を抑制することができるので、パワーコンディショナ４２は、自立運転を
停止するところまで行くことなく、太陽光発電の発電電力の範囲内で電源装置１００を介
して負荷５０に電力を供給することができる。
【００４９】
　図６は、上記のような電源装置１００の動作の結果、パワーコンディショナ４２の見か
け上の出力特性がどのようになるかを示す図である。実線部分が実際に生じ得る特性であ
り、点線部分は電源装置１００側の制御により実際には生じない特性である。電源装置１
００側に、各閾値Ｖｉｎ＿Ｌ、Ｖｉｎ＿Ｈ、Ｉｉｎ＿ｍａｘが設けられていることにより
、パワーコンディショナ４２は、自立運転を停止するところまで行くことなく、太陽光発
電の発電電力の範囲内で電源装置１００を介して負荷５０に電力を供給することができる
。
【００５０】
　また、力率改善回路３０が自己の出力電圧を抑制すれば、負荷５０の需要に応じてＤＣ
バス１０の電圧が下がる。この電圧低下は電圧センサ１１によって検知され、制御部２１
は、蓄電池１からＤＣ／ＤＣコンバータ６を介してＤＣバス１０に電力を供給させる。従
って、制限された太陽光発電の電力と、蓄電池１の放電による電力とによって、負荷５０
の需要電力を供給することができる。このようにして、太陽光発電の発電電力を可能な限
り有効活用しながら、必要により、蓄電池１も使用して、無駄なく、かつ、安定した電力
を負荷５０に供給することができる。
【００５１】
　《その他》
　なお、図２に示したように、負荷５０が交流負荷である場合は、ＤＣバス１０に接続さ
れたインバータ１３を介して、無駄なく、かつ、安定した交流電力を、電源装置１００か
ら交流負荷に供給することができる。但し、負荷が直流負荷である場合には、ＤＣバス１
０から直流電圧を供給することも可能である。
【００５２】
　また、上記実施形態では、電源装置１００に自立運転の交流電圧を与える装置が太陽光
発電装置４０であるとしたが、これに限らず、パワーコンディショナから自立運転出力を
提供し得る他の小規模発電装置（例えば、風力発電、燃料電池発電等）についても同様に
、当該電源装置１００を適用することができる。
【００５３】
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　また、上記実施形態の電源装置１００は、商用電源を得ることができない場所（例えば
山、離島など）で、太陽光発電の自立運転出力に連系する電源装置として使用することも
できる。
【００５４】
　なお、今回開示された実施の形態はすべての点で例示であって制限的なものではないと
考えられるべきである。本発明の範囲は特許請求の範囲によって示され、特許請求の範囲
と均等の意味及び範囲内での全ての変更が含まれることが意図される。
【符号の説明】
【００５５】
　１　蓄電池
　２，３　スイッチ
　４　バイパス抵抗
　５　コンデンサ
　６　ＤＣ／ＤＣコンバータ
　７　リアクトル
　８，９　スイッチング素子
　１０　ＤＣバス
　１１　電圧センサ
　１２　コンデンサ
　１３　インバータ
　１４，１５，１６，１７　スイッチング素子
　１８　リアクトル
　１９　コンデンサ
　２０　フィルタ
　２１　制御部
　２２　昇圧インバータ
　２３　漏電遮断器
　３０　力率改善回路（ＰＦＣ回路）
　３１　電圧センサ
　３２　電流センサ
　３３　フィルタ
　３４　整流回路
　３５　絶縁トランス
　３６　スイッチング素子
　３７　ダイオード
　３８　制御部
　３９　プラグ
　４０　太陽光発電装置
　４１　太陽光発電パネル
　４２　パワーコンディショナ
　４３　コンセント
　５０　負荷
　６０　コンセント
　１００　電源装置
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